









岡本 [    ], 大浦 [    ], 上杉 [    ], 谷 [    ] が挙げられる｡ これらの研究は, アメ
リカの地方所得税制度とその問題点を検討している｡ アメリカの地方税研究を地方所得税の評
価という視点からサーベイした研究はこれまでなされておらず, 本稿の意義が認められると思













２)            の主な課税ベースは不動産であることから, 本稿では           を ｢不動産税｣
としている｡

















アメリカの地方歳入における地方所得税の位置をみていく｡ 表１に示されているように,    年度において地方所得税は一般自主財源の  ％, 地方税収入の  ％を占めており, 限ら
れた役割しか果たしていない｡ 地方所得税はカウンティ, 市町村, タウンシップ, 学校区で課
税されているが, 市町村の一般自主財源の  ％, 地方税収入の   ％を占めており, 主に市
町村の財源になっている｡
全地方所得税収に占める各州の地方所得税収の割合をみると, オハイオ州   ％, ニューヨ
ーク州 (ニューヨーク市とヨンカー市が課税)    ％, ペンシルベニア州   ％, メリーラン
ド州   ％となり,   州のうち４州で全地方所得税収の約８割をあげている７)｡
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各州における地方所得税の役割をみると, インディアナ州, オハイオ州, ケンタッキー州,
ペンシルベニア州, メリーランド州で重要な地方財源になっている｡ インディアナ州とメリー
ランド州では主にカウンティの財源として利用されており, カウンティの地方税収入に占める











表１ アメリカの地方歳入における地方所得税の位置 2002年度 (単位：％)
対一般自主財源
地方税 不動産税 地方所得税 売上税 手数料・雑収入
地方                   
カウンティ                   
市町村                   
タウンシップ                  
学校区                  
特別区         ―       
対地方税
不動産税 地方所得税 売上税
地方           
カウンティ           
市町村            
タウンシップ          
学校区          
特別区     ―    
注１：売上税は一般と個別を含む｡
注２：主要な地方税のみ記載した｡





よっては地方団体の重要な財源になっている｡ また, 表２に示されているように, コロンバス









バーミングハム市 (アラバマ州)       
コロンバス市 (オハイオ州)        
シンシナティ市 (オハイオ州)        
ルイビル市 (ケンタッキー州)        
ウィルミントン市 (デラウェア州)        
ニューヨーク市 (ニューヨーク州)        
ピッツバーグ市 (ペンシルベニア州)        
フィラデルフィア市 (ペンシルベニア州)        
デトロイト市 (ミシガン州)        
カンザスシティ市 (ミズーリ州)        
セントルイス市 (ミズーリ州)        
ボルティモア市 (メリーランド州)        
注１：一般基金の地方税収入である｡
注２：カンザスシティ市は    年度, シンシナティ市は    年度｡ その他の都市は    年度｡
注３：コロンバス市, シンシナティ市, ルイビル市, デトロイト市, カンザスシティ市, セン
トルイス市は法人課税分を含む｡





会・経済的な特徴を明らかにすることを今後の課題としている｡  ) アメリカにおける地方所得税の歴史について,     ,   年代は     [    ]     ‒         
方所得税を課税している地方団体数をみても,     年度以降はそれ以前に比べると緩やかに増











資料：    年度は       [    ]     ,     年度は     [    ]      ,     年度以降は    
[    ]     より作成｡
図１ 地方所得税を課税している地方団体と州の数の推移
[    ]     ‒        [    ]       ‒   を,     ,   年代は     [    ]      ‒   [    ]     ‒       [    ]      ‒       [    ]       ‒          [    ]       ‒   を参
照した｡  ) それ以前,   世紀初期に, サウスカロライナ州のチャールストンが個人所得に課税しているが, 税
務行政上の困難から後に廃止されている｡ また,     年にニューヨーク市で地方所得税が認められた
が, 一度も徴税することなく    年に廃止されている (     [    ]     )｡ 現在も課税されてい
る地方所得税を最初に導入したのがフィラデルフィア市である｡  ) フィラデルフィア市における地方所得税導入の経緯と背景については,       [    ]       ‒         [    ]     ‒  を参照した｡  ) フィラデルフィア市は    年  月に地方所得税を導入している｡ しかし, 申告書を提出した納税者













や学校区が地方所得税を課税できるようになった｡ また, オハイオ州では, トレド市 (    年)
をはじめとして, コロンバス市 (    年), デイトン市 (    年), シンシナティ市 (    年)
など, 次々に地方所得税を導入する都市が現れた｡ ケンタッキー州ではルイビル市 (    年)
やレキシントン市 (    年) が, ミズーリ州ではセントルイス市 (    年) が, アラバマ州で
はガズデン市 (    年) が地方所得税を導入した｡ これらの都市が導入した地方所得税は, 基
本的にはフィラデルフィア市の地方所得税と同じタイプである  )｡ すなわち, 給与, 賃金, 手
数料などの労働所得に各種控除を設けずに低率の比例税率 (１％が多い) で課税され  ), 個人
事業と非法人企業の事業の純利益にも課税される｡ 資本所得を非課税所得としている点や各種
控除が設けられていない点から,           ,                ,                    ,                            などと呼ばれる｡
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に対する  ドルの還付や, 家事手伝い人や農業従事者の免税などが規定されていたため, 累進税率と
所得控除の設定を禁止していると解釈されるペンシルベニア州憲法の単一条項 (             )
に反するとして, ペンシルベニア州最高裁判所によって違憲判決が下された｡ そのため,     年１月
に廃止した｡  )       [    ]       ‒      )     年度における地方所得税の課税団体数は次の通りである｡ オハイオ州－  市, ケンタッキー州－
４市, ペンシルベニア州－   (   市,   タウンシップ,    学校区), ミズーリ州－１市の計   団
体 (       [    ]     )｡  )     年当時のアメリカの地方所得税制度については,        [    ]      ‒        Ⅱを参
照せよ｡  ) オハイオ州のウァレン市やスプリングフィールド市, バーバートン市は人的控除や免税規定を設け
た (        )｡ ウァレン市は    ドルの人的控除を設け, スプリングフィールド市は総所得
(          )     ドル未満の者を, バーバートン市は総所得   ドル未満の者を免税とした｡
このように, 戦後から  年代にかけて地方所得税を課税する都市が次第に現れ始めたが, 地
方所得税導入に失敗した都市も多くみられた｡ しかし, この時期にアトランタ市, サンフラン
シスコ市, シカゴ市, ダラス市, ニューヨーク市, ボストン市, ロサンゼルス市などが地方所
得税を検討しており, 地方所得税に対する関心は高かった  )｡
戦後から  年代にかけて次第に広がり始めた地方所得税は,   年代に入ると大きく拡大する｡
地方所得税を課税している大都市の数の推移をみると,     年に  ,     年に  ,     年に  
と,   年代に２倍以上増え  ), デトロイト市 (    年) をはじめとしたミシガン州の都市やカ
ンザスシティ市 (    年), ニューヨーク市 (    年), ハリスバーグ市 (    年), ボルティ
モア市 (    年), クリーブランド市 (    年), ウィルミントン市 (    年) などが地方所得
税を導入した｡ この時期に地方所得税を導入する都市が増加した背景として, 高い公共支出需
要, 不動産税の課税ベースの停滞, 不動産税の増税に対する住民の反対, 都市財政問題に対す
る州政府の関心の低さが挙げられる  )｡  年代には, フィラデルフィア市型の地方所得税とは異なるタイプの地方所得税が導入され
た｡ 第１に, デトロイト市やニューヨーク市などが, 利子, 配当, キャピタル・ゲインなどの
資本所得も課税ベースに含め, 各種控除も設けた  )｡ つまり, フィラデルフィア市型の労働所
得税ではなく, 連邦の個人所得税に近い総合所得税が導入された｡ 第２に, ニューヨーク市が
累進税率 (  ～  ％) を採用した｡ 第３に,     年にメリーランド州が, 州所得税の付加税
として, 州所得税額を課税ベースとするカウンティの地方所得税を認めた  )｡
地方所得税の地方歳入における位置の推移をみると,   年代に一般自主財源に占める比率は  ％→  ％に, 地方税収に占める比率は  ％→  ％に大きく上昇している (表３)｡ また,
表４に示されているように, 地方所得税収は  年代に実質値で４倍近く増加した  )｡  年代に起きた地方所得税の拡大は  年代後半以降停滞する｡   年代に新たに地方所得税を
導入した州は,     年にカウンティの州付加税を導入したインディアナ州と, 学校区の州付加
税を導入したアイオワ州である｡ それ以降, 地方所得税を課税する地方団体の数は, 主にアイ
オワ州, オハイオ州, ペンシルベニア州において増加したが, 図１に示されているように,
アメリカにおける地方所得税の評価    
  )         ‒       [    ]         )      [    ]            ‒  ここでの大都市は, 人口５万人以上 (    年当時) の都市を指
している｡  )       [    ]         ) デトロイト市は納税者と扶養者に一人当たり   ドルの人的控除を設けた｡ デトロイト市の地方所
得税については,        [    ] を参照せよ｡  )     年に定められた州法に基づいてカウンティとともにボルティモア市も規制されることになった｡  ) 地方所得税収の増加は課税ベース, 税率, 物価, 課税団体数によって決まる｡ 表４では物価の影響
を除去した実質値を示しているが, 課税ベースや税率の変化による影響は除かれていない｡ しかし,  年代における地方所得税収の急激な増加に課税団体数の増加は大きく影響していると思われる｡
    ～    年度における地方所得税の課税団体数の伸びはそれ以前と比べて緩やかになった｡
また, 表３に示されているように,   年代において, 地方所得税の一般自主財源に占める割合
は  ％→  ％, 地方税収に占める割合は  ％→  ％と推移し,   年代に比べると緩やかな
上昇に留まった｡   年代に地方所得税の拡大が停滞した理由として, ゴールドは, 地方所得税
が都市に対する企業の投資を阻害するという認識が強まったことを挙げている  )｡  年代以降現在に至るまで, 地方所得税を課税している州の数に変化はない｡   年代以降,
地方所得税の課税団体数の増加は, 主にアイオワ州, オハイオ州, ケンタッキー州, ペンシル
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表３ 地方所得税の地方歳入における位置の推移 1932～2000年度 (単位：％)
対一般自主財源 対地方税































































注２：稼得所得は給与, 賃金, その他の報酬などの労働所得と個人事業者や非法人企業の事業の純利益を含み, 資本所得
は利子, 配当, キャピタル・ゲインなどを含む｡
















議論においてはその根拠に変化がみられる｡ そこで, まずは     [    ] [    ] における
議論をみていく｡
オーツは税源配分の原則として, 次の３つを挙げている  )｡ (１) 地方団体は移動可能な家
計や生産要素に対して応益税を課税するべきである｡ (２) 再分配を目的とした非応益税は,




機能する限り, 税源の移動性は問題にならない｡ 税源の移動性の低さが求められるのは, 地方
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  ) 財政連邦主義の税源配分論として,       [    ]        [    ] [    ]          
[    ]                    [    ]       ‒         [    ]          [    ]               [    ] が挙げられる｡  )       [    ]      ‒     ) オーツの議論については,      [    ]          [    ]               [    ] によ
る｡               [    ] はオーツとシュワブの議論であるが, ここでは,      [    ] 
[    ] に続く議論としてみている｡  )      [    ]      なお, オーツは中央政府 (                 ) と地方政府 (               ) との間における税源配分を論じているが, オーツの議論における地方政府には本稿で対象に









ているが  ), オーツは, 人頭税以外の地方税を非応益税として捉える｡ そして, 移動性の観点
からみて最も効率的な不動産, 特に土地, に地方団体は課税するべきだとし, 地方所得税を非
効率な地方税とする｡ オーツによれば, 地方所得税は高所得者の域外流出と低所得者の域内流
入をもたらし, 資源配分の効率性を阻害する  )｡ オーツは, この点は郊外への人口流出が起き
ている都市にとって特に重要な問題であり, 都市は移動性の低い税源に課税するべきだとす











[    ]) やフィッシェル (      [    ] [    ]) が挙げられる｡ これに対してミーズコウスキー
やゾドロー (                    [    ]) は, 不動産税が資源配分の効率性を阻害するとし
ている｡ 不動産税の機能をめぐる議論については,        [    ] を参照せよ｡  )      [    ]         )      [    ]      ここでオーツは, フィラデルフィア市の地方所得税が雇用の喪失をもたらす
としているグリーソン (       [    ]) とインマン (      [    ]) の研究を引用している｡     [    ] は, フィラデルフィア市における地方所得税の約１％の増税が, 既存の雇用数の   
％に当たる     の雇用を喪失すると見積っている｡ したがって, 増税が税源の流出をもたらし, 税
収の増加に結びつかないとする｡ オーツのほかに, 地方所得税による雇用の流出を根拠に都市の地方
所得課税を否定する見解として       [    ] が挙げられる｡  )               [    ]        )          ‒     )        [    ] 
できず, 不動産税に比べて地方所得税は効率性を阻害する｡ (２) 不動産税の資本化が生じる
ことによって, 地方団体はまるで企業のように住民の住宅価値の最大化を目指して行動してい
るとするフィッシェルの議論  ) は, 他のすべてが等しければ地方団体間における地方所得税の



















のようなアメリカにおける典型的な地方所得税は比例税であり, 累進性が高くない｡ (２) 住
宅消費は所得と強い正の相関関係にあり, 不動産税と比例税率の地方所得税は累進性がほとん
ど変わらない｡ (３) ミーズコウスキーによって主張された転嫁論  ) によれば, 不動産税は累
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ージャージー州, ニューヨーク州, マサチューセッツ州を事例に学区間で比較し, すべての州
において, 児童１人当たりの不動産評価額は所得よりも学区間の不均衡が大きいことを明らか
にしている｡ ただし, 児童一人当たり所得においても学区間の不均衡は大きく, オーツとシュ
ワブは地方所得税を課税しても税源の地域間不均衡配分の問題を解決できないとしている｡
以上のように地方所得税と不動産税を多くの点から比較検討した結果, 先に示したように,




































方税制を批判的に評価し, 不動産税軽減 (                ) につながる地方所得税の課
税を肯定的に評価する  )｡ 不動産税そのものを否定的に評価するのではなく, 不動産税に対す
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  ) 独立税方式の立場から政府間の税源配分を導出しているが, マスグレイブは税源重複に肯定的であ






(１) 人的控除の額は小さくすること, (２) 累進税率を採用するとしても緩やかな累進税率にするこ
と, (３) 付加税とし税務行政を一元化したうえで, 控除と税率について地方の自主性を認めること,
としている｡ その根拠として, 課税ベースの流出を避けられることと地方政府にとって税収の安定性








2.2.1 ACIR の勧告    の地方所得税に対する評価は,     年にそれまでの否定的な評価から肯定的な評価へ
と転換した｡    年までの    の見解をみると, 例えば    年の報告書は, オハイオ州やペンシルベ
ニア州を中心に課税されていた当時の地方所得税を次の４つの観点から批判している  )｡ (１)
不要な税源重複をもたらしていること｡ (２) 地方所得税を課税する地方団体の規模が, それ
が属している経済圏の規模よりも小さく, 効率的な企業間競争を阻害していること｡ (３) 税
務行政費用とコンプライアンス費用が高く, 地方当局や納税者の負担になっていること｡ (４)






る  )｡ 第１に, 増税が必要な際に, 納税者は不動産税の増税よりも地方所得税の導入を好まし
いとしている｡ 第２に, 地方所得税が主要な税になっている地方団体があることや  州で地方
所得税が導入されていることに示されているように, 地方所得税が広がっている｡ 第３に, 地
方所得税収は経済成長やインフレに応じて自動的に調整される｡ 第４に, メリーランド州の経
アメリカにおける地方所得税の評価    
    [    ]       ‒   ) に立っている｡ なお, 不動産税を軽減し, 地方財源を多様化する根拠は,
キンケイドによれば, ｢何ひとつ欠点の無い税というものは存在しないという事実｣ (     [    ]    ) に求められる｡  )      [    ]        ‒     ) ただし,     は将来的に地方所得税を課税する地方団体の数が増加するだろうという仮定に立ち
(         ), 州内の地方所得税制度の単一化, 州による税務行政の実施や地方による広域税務行
政機関の設置, 付加税方式の採用など, 地方所得税を適切に課税するための具体的な措置をいくつか
勧告している｡     が勧告している措置については,         ‒    ‒     ‒  を参照せよ｡  )      [    ]   )         ‒  
















性, 税務行政の簡素化, 地方の自主性, 税源の地域間不均衡の是正などの観点から次に挙げる
州の措置が必要とされる  )｡ (１) 州が所得税を課税している場合, 州所得税と同じ課税ベー
スを用いる｡ (２) 州が税務行政を行う｡ 州が所得税を課税していない場合でも, 州の機関が
行う｡ (３) 大規模な地方団体のみに地方所得税の課税を認めること｡ 大規模な地方団体とは
カウンティと人口     人以上の都市であるが, カウンティがカウンティ内の市町村と税収を
共有する場合, カウンティの課税権が優先される｡ カウンティが課税しない場合は, 人口     
人以上の都市が課税する｡ (４) 州が最低税率と最高税率を設定し, その範囲内で地方団体の
税率決定権を認める｡ (５) カウンティが地方所得税を課税し, カウンティ内の市町村と税収
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  )            )         ‒      が勧告している州の措置については,         ‒    ‒  (                                                                                   ) により筆者が整理した｡
2.2.2 ゴールドの議論
ゴールドが地方所得税をどのように評価しているかを, 地方所得税のタイプを次の２つのタ
イプに分けたうえで, 主な観点についてみていく  )｡ １つは, フィラデルフィア市などが課税
している労働所得税 (給与や賃金など労働所得にのみ課税)｡ もう１つは, メリーランド州の
カウンティなどが課税している州の付加税としての総合所得税 (労働所得と資本所得に課税)｡
負担の公平性について｡ まず, 水平的公平については, ゴールドは, 不動産税をどちらのタ
イプの地方所得税にシフトしても, 水平的公平を高められるとしているが, 総合所得税のほう
が労働所得税よりも水平的公平を高められるとしている｡ 次に, 垂直的公平についてゴールド
は, 労働所得税は低所得者層には累進的となり, 高所得者層には逆進的であるとしている｡ な
ぜなら, 労働所得税は年金や失業保険などの移転所得と資本所得に課税されないからである｡




は, 地方所得税のタイプや不動産税の帰着, 企業から住民への税負担のシフトの程度, 通勤者
への租税輸出の程度などの様々な要素によって決まるので, 各地方団体の状況によって異なる
としている｡ そのうえで, 税収に占める住民の負担割合が変化しないとするならば, ほとんど
の地方団体においては不動産税を総合所得税に代替することで, 平均所得以下の者の負担が緩
和されるとしている｡ このように, ゴールドによれば, 負担の公平性の観点からは総合所得税
が望ましい｡
















いる｡ また, 個々の税ではなく税制全体について税源の地域間不均衡を比較すれば, 不動産税
以外の税も課税している税制のほうが不動産税のみから成る税制よりも税源の地域的不均衡の
程度は小さくなりうるとしている｡
都市の地方所得税について｡ ゴールドは, 郊外からの通勤者が多い都市において, 通勤者に
課税できる点が地方所得税の最大の魅力であるとしている｡ 不動産税においても通勤者に負担
が転嫁されるけれども, 地方所得税ではより多くの負担を通勤者に求めることができるからで




以上のように, ゴールドは, 地方所得税は不動産税に比べて劣っている税ではないとし, ま














最後に, 近年の議論としてバートルらの議論をみておく  )｡ バートルらは, 不動産税との間
に応益関係が認められない刑務所, 保健, 福祉, 病院, 裁判所などの所得再分配的なサービス
の支出が増加しているカウンティを中心に, 地方所得税を課税する正当性が今後高まるだろう
としている  )｡

















も多い大都市では, 生活の質を高めるために交通・通信網や公園, 文化施設を整備し, また,
公衆衛生などの社会サービスも供給する必要がある｡ その財源として不動産税だけでなく地方
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